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パネラー
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戸堂 康之 氏
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パネルディスカッション

2026 東京海上日動リスクマネジメントセミナー

「地政学リスクと企業経営」
不確実性の時代に求められるリスクマネジメント

下記のリンク先、もしくは二次元コードのセミナーページからお申込みください。

https://www.tokio-dr.jp/seminar/2026/risk1126.html
※主催企業の同業者の方は参加をお断りする場合がございます。

セミナーのお申込み

202611.2611.26（木）
14:00-16:0014:00-16:00
完全オンライン配信

地政学リスク・経済安全保障に関する企業の取り組み

（講師近日公開）

国際貿易・投資と経済安全保障
早稲田大学政治経済学術院教授・経済産業研究所プログラムディレクター

戸堂 康之 氏

企業が把握すべき地経学リスクのトレンド
東京大学公共政策大学院教授・国際文化会館地経学研究所長

鈴木 一人 氏

基調講演 1

基調講演 2

基調講演 3

戸堂 康之 氏鈴木 一人 氏



個人情報の利用目的主 催

お申込みの際等にご記入いただいた個人情報は、東京海上日動火災保険株式会社、東京海上ホールディングス
株式会社、東京海上ディーアール株式会社によりセミナー運営、サービスのご案内、リスクマネジメントおよび
それに準じる情報提供のために利用させていただき、その他の目的には一切利用いたしません。

「地政学リスクと企業経営」
不確実性の時代に求められるリスクマネジメント

2026 東京海上日動リスクマネジメントセミナー
202611.2611.26（木）

14:00-16:0014:00-16:00
完全オンライン配信

パネラー

14 : 05 基調講演 1

企業が把握すべき
地経学リスクのトレンド

東京大学公共政策大学院教授・
国際文化会館地経学研究所長 鈴木 一人 氏

国際貿易・投資と経済安全保障

早稲田大学政治経済学術院教授・
経済産業研究所プログラムディレクター 戸堂 康之 氏

地政学リスク・経済安全保障に関する
企業の取り組み

（講師近日公開）

「地政学リスクと企業経営」
不確実性の時代に求められるリスクマネジメント

15 : 10 パネルディスカッション

東京大学公共政策大学院教授・
国際文化会館地経学研究所長 鈴木 一人 氏

戸堂 康之 氏

（講師近日公開）

早稲田大学政治経済学術院教授・
経済産業研究所プログラムディレクター

コーディネーター

2010年、東京海上日動リスクコンサルティング（現：東京海上
ディーアール）入社。専門は国際政治・安全保障、リスクマネジメ
ント。プロジェクトマネージャとして、経済安全保障・地政学リス
ク対応関連プロジェクトに数多く従事。この他、一橋大学法学
研究科非常勤講師（2022年4月～現在、ただし上期に限る）、
経済産業省「地政学リスクを踏まえた製造基盤強化等に関する
検討会」構成員（2026年3月～4月）等。修士（政策・メディア）。

東京海上ディーアール  上級主席研究員 川口 貴久

東京海上日動火災保険株式会社 常務執行役員　堤 伸浩主催者挨拶14 : 00

14 : 25 基調講演 2

休憩15: 05

東京大学教養学部卒業、スタンフォード大学経済学部博士課程修
了（経済学Ph.D.）。東京大学新領域創成科学研究科国際協力学専
攻教授・専攻長などを経て2014年より現職。経済産業研究所プロ
グラムディレクター兼務。国際経済学・開発経済学・日本経済論に
おける実証研究が専門。主な著作に、『なぜよそ者とつながることが
最強なのかー生存戦略としてのネットワーク経済学入門-』（プレ
ジデント社）、『日本経済の底力-臥龍が目覚めるとき-』（中央公論
新社）、『途上国化する日本』（日本経済新聞出版社）など。

講師紹介

英国サセックス大学ヨ－ロッパ研究所現代ヨーロッパ研究専攻博
士課程修了。北海道大学公共政策大学院教授、国連安保理イラン
制裁専門家パネル委員等を経て、現在東京大学公共政策大学院教
授、地経学研究所長。日本成長戦略会議有識者構成員、内閣府宇
宙政策委員会委員も兼任。専門は国際政治経済学。著書に『地経
学とは何か―経済が武器化する時代の戦略思考―』など。

講師紹介

14 : 45 基調講演 3

地政学リスク・経済安全保障問題への対応のベストプラクティスとして、
企業内における推進体制、取り組み、現状の課題や今後の展望を共有いただきます。


